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徳山下松港国際物流ターミナル整備事業



港湾事業の再評価項目調書 

 事業名（箇所名）  国際物流ターミナル整備事業（徳山下松港 下松地区、徳山地区、新南陽地区） 

 実 施 箇 所  山口県周南市、下松市 

 該 当 基 準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

 主 な 事 業 の 諸 元 
下松地区：桟橋（水深19m）、ふ頭用地、臨港道路、荷役機械 
徳山地区：岸壁（水深14m）（延伸）、航路（水深14ｍ）、航路・泊地（水深14m） 
新南陽地区：岸壁（水深12m）（延伸）、航路・泊地（水深12m） 

 事 業 期 間  事業採択  2016年度（平成28年度）  完了  2023年度 

 総事業費（億円）  450  残事業費（億円） 417 

 目 的 ・ 必 要 性 
徳山下松港において石炭を輸入する企業は、独自に石炭調達しているところであるが、各企
業が利用する既存ターミナルは大型石炭運搬船に対応しておらず、非効率な輸送を余儀なく
されている。そのため、企業間連携による大型石炭運搬船を活用した共同輸送の進展に対応
するため、徳山下松港の各地区において、港湾施設の整備等を行う。また、徳山下松港にお
いて輸入した石炭を西日本の石炭利用企業へ移出し、国際バルク戦略港湾として、西日本一
円の製造業の産業活動を支える。 

 便 益 の 主 な 根 拠 
船舶の大型化による、海上輸送コストの削減便益 
（2024年予測取扱貨物量（石炭）：全体1,630万トン／年） 

 事 業 全 体 の 

 投 資 効 率 性 

 基準年度  平成30年度 

 B：総便益（億円） 1,282  Ｃ：総費用（億円） 424  全体Ｂ／Ｃ 3.0 

 B－Ｃ 858  ＥＩＲＲ（%） 13.0 

 残事業の投資効率性  B：総便益（億円） 1,282  Ｃ：総費用（億円） 393  継続Ｂ／Ｃ 3.3 

 感 度 分 析 事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ 
 需  要（-10％～+10％）  （2.7～3.3） （2.9～3.6） 
 建 設 費（+10％～-10％）  （2.7～3.4） （3.0～3.6） 
建設期間（+10％～-10％）  （3.0～3.0） （3.2～3.3） 

 事 業 の 効 果 等  大型石炭運搬船に対応した岸壁、航路及び航路・泊地等を整備することにより、石炭の安
定的かつ安価な輸送が確保され、基礎素材型産業の国際競争力強化と地域経済の発展に寄
与する。 

 社会情勢等の変化 ◇平成29年1月 関西電力(株)の赤穂発電所が、重油・原油を石炭へ燃料転換する計画を見

直し、重油・原油を燃料とする運用を継続 

◇平成29年6月 エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口が防府バイオマス・石炭混

焼発電所（防府市）建設着手（2019年6月稼働予定） 

◇平成29年10月 (株)トクヤマ他2社により東3号発電設備（バイオマス混焼型石炭火力

発電所、周南市）建設着手（2022年運転開始予定) 

◇平成30年 東ソー(株)が自家発電ボイラーの更新・燃料転換（重油→石炭） 

 主な事業の進捗状況  総事業費450億円  既投資額33億円  平成30年度末現在の事業進捗率7％ 

 事業の進捗の見込み  2023年度に完了予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

 対応方針（原案）  継続 

 対 応 方 針 理 由  十分な事業の投資効果が見込まれると判断でき、港湾管理者からも早期完了が強く要望さ
れているため。 

 そ の 他 
（その他の指標による効果） 
・大型石炭運搬船に対応することで輸送効率が向上し、安定した電力供給が可能となり、

地域産業の安定・発展や国際競争力の強化が図られる。 
・徳山下松港・宇部港の石炭輸送体制が構築され、西日本地域の石炭輸入拠点となること

により、石炭の安定的かつ安価な輸送を実現することが可能となる。 
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平成３０年１1月
国土交通省 中国地方整備局

「事業再評価」
徳山下松港 国際物流ターミナル整備事業
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①事業の必要性等の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ 3.0 （事業全体）

３）事業の進捗状況

◇総 事 業 費 ： 450億円 （既投資額：33億円）
◇残 事 業 費 ： 417億円
◇事業進捗率 ： 7％（平成30年度末）

②事業の進捗の見込み

◇2023年度完了予定。

【今後の対応方針（原案）】

◇上記（１）、（２）の各視点により、事業の投資効果が見込まれると判断できることから継続が妥当。
◇今後の事業実施にあたっては、コスト縮減に努力しつつ、効率的な事業実施に努める。

（１）再評価の視点

（２）港湾管理者への意見照会結果

◇山口県知事の意見：徳山下松港国際物流ターミナル整備事業の「対応方針（原案）」案である「継続」に対して、異存なし。
引き続き、コスト縮減等を考慮の上、早期完成に向けて、より一層の事業促進に努めていただきたい。

◇平成29年1月 関西電力(株)の赤穂発電所が、重油・原油を石炭へ燃料転換する計画を見直し、重油・原油を燃料とする運用を継続
◇平成29年6月 エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口が防府バイオマス・石炭混焼発電所（防府市）建設着手（2019年6月稼働予定）
◇平成29年10月 (株)トクヤマ、丸紅（株）、東京センチュリー（株）による共同事業により東3号発電設備（バイオマス混焼型石炭火力発電所、周南

市）建設着手（2022年運転開始予定)
◇平成30年 東ソー(株)が自家発電ボイラーの更新・燃料転換（重油→石炭）

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業１．今後の対応方針（原案）
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項 目
判 定

判断根拠 チェック欄

事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない

・関西電力(株)の赤穂発電所が、重油・原油を石炭へ燃料転換する計画を見直し、重油・原油を燃料と
する運用を継続

・エア・ウォーター＆エネルギア・パワー山口が防府バイオマス・石炭混焼発電所建設着手
・(株)トクヤマ、丸紅（株）、東京センチュリー（株）による共同事業により東3号発電設備（バイ
オマス混焼型石炭火力発電所、周南市）建設着手

・東ソー(株)の自家発電ボイラーの更新・燃料転換（重油→石炭）

変化なし
■

変化あり
□

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし
10％以内

増加
10％超え

事業費の増加 全体事業費：302億円（2015〈H27〉評価時） → 450億円（今回評価時） 49％増加 □ □ ■

事業期間の増加
2016年〈平成28年〉～2019年（4年：2015〈H27〉評価時） → 2016年〈平成28年〉～2023年
（8年：今回評価時） 100％増加

□ □ ■

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

費用便益分析マニュアルに変更がない なし
変更なし

■
変更あり

□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内）
石炭輸入量：1,704万トン／年（2015〈H27〉評価時） → 1,630万トン／年（今回評価時）
4％減少

10％以下
■

10％超え
□

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用が大きい
・前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値
を上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 0.3％ ＜ 基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 3.9 ≧ 基準値（1.0％）

満足している
■

満足していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない
省略していない

■
省略している

□

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 特になし － －

判定案：事業進捗等に大きな変更がある事業

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業２．再評価の重点化・効率化判定票
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

大島半島

黒髪島

仙島

３．徳山下松港の概要と事業位置図

《下松地区》

《徳山地区》

《新南陽地区》

★

★
★

★

★
★

周南市、下松市、光市の人口約25万人（山口県全体の約18％）に対し、製造品出荷額等は約2.0兆円（山口県全

体の約31％、主要産業は化学工業・鉄鋼業）

《光地区》

★

凡例：●化学工業 ●石油製品製造業 ●鉄鋼業
●機械製造業 ●医薬品製造業 ●電気業
●造船業 ●倉庫業（石炭）
★プロジェクト関連企業

事業箇所

徳山下松港の主な立地企業

出典：H27年国勢調査
H28経済センサス活動調査

山 口 県 岩国港

宇部港

三田尻中関港

小野田港

日本海

周防灘

徳山下松港

国際拠点港湾
重要港湾

笠戸島
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石灰石

59%

鋼材

13%

再利用

資材

10%

化学薬

品

9%

石油製

品

9%

H29年

移入貨物量

1,487万トン

化学薬

品

23%

セメント

22%

石炭

22%

鉄鋼

6%

鋼材

6%

石油製

品

5%

重油

4% その他

12%

H29年

移出貨物量

1,580万トン

石炭

50%

石油製

品

27%

原塩

14%

その他

9%

H29年

輸入貨物量

1,574万トン

○徳山下松港における石炭の取扱貨物量は、全国第1位の約1,156万トン（平成28年）
○同じ山口県内に所在する宇部港においては全国第9位の約699万トンの取扱貨物量があり、両港合わせると

平成14年以降15年連続で全国第1位の取扱量を誇る国内有数の石炭取扱拠点となっている

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

○輸出：化学薬品、セメントなど
○輸入：石炭、石油製品など
○移出：化学薬品、セメント、石炭など
○移入：石灰石、鋼材など

４．徳山下松港の利用状況

外内出入別の主要品目取扱貨物量（H29年(速報値)）

徳山下松港の取扱貨物量（主要品目）

徳山下松港の石炭の取扱貨物量

化学薬

品

38%

セメント

27%

染料・塗

料・合成

樹脂・そ

の他化

学工業

品

14%

窯業品

8%

鋼材

5%

その他

8%

H29年

輸出貨物量

334万トン
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(速報値)

下松地区 徳山地区 新南陽地区

（万トン）
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（万トン）

796万トン

327万トン

計1,156万トン

平成28年 全国港湾における石炭の取扱状況（上位10港） 徳山下松港 地区別石炭輸入量の推移
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業５．国際バルク戦略港湾政策(1)

我が国の海上輸出入貨物

○我が国の海上輸出入貨物の約80%は、穀物、鉄鉱石、石炭をはじめとするバルク貨物であり、特に、五大港を
除く港湾＊で見ると取扱量の約95%がバルク貨物であり、地域の産業活動を支えている。

○バルク貨物の大半は民間企業の所有する専用岸壁で取扱われている。

公共

71
0%

専用

14,231
100%

鉄鉱石
14,302
万トン

公共

2,792
13%

専用

18,502
87%

石炭
21,294
万トン

公共
477
26%

専用
1,386
74%

とうもろこし
1,863
万トン

公共

106
0%

専用

23,898
100%

原油
24,004
万トン

公共
21
0%

専用

17,085
100%

LNG
17,106
万トン

主要バルク貨物の公共／専用別取扱割合

＊東京港、横浜港、大阪港、神戸港、名古屋港の５港を除いた港湾合計

出典：港湾統計、貿易統計2016をもとに国土交通省港湾局作成
注）マイナーバルクとは、鋼材、鉄スクラップ、丸太、木材チップ、パルプ、油糧種子、油糧粕、砂糖、燐鉱石、肥料原料、ボーキサイト、アルミナ、マンガン鉱石、セメント、石炭コークス、塩

日本の
海上荷動き量

12.4億トン

ドライバルク
4.8億トン、39%

コンテナ
2.5億トン、20%

原油
1.7億トン、14%

石油製品 （ガソリン・軽油等）
0.5億トン、4%

三大バルク貨物

鉄鉱石
1.3億トン、11%

穀物
0.3億トン、2%

石炭
1.9億トン、15%

その他（自動車・大型機械等）

1.1億トン、9%

マイナーバルク ※
1.4億トン、11%

液体（リキッド）バルク
3.9億トン、32%

ガス （LNG・LPG等）
1.7億トン、14%

注）四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある 。 出典：国土交通省港湾局作成
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3,644 3,487 3,320 3,636 

4,796 

5,923 

592 722 931 

1,198 

1,435 

1,575 

46 45 46 

77 

386 

944 

245 302 258 

227 

246 

245 

109 140 251 

418 

919 

1,345 

4,636 4,696 4,806 

5,556 

7,782 

10,032 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H2 H7 H12 H17 H22 H25

1～6万DWT 6～8万DWT 8～10万DWT 10～16万DWT 16万DWT以上

（隻）

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

出典：CLARKSON「The Bulk Carrier Register 2014」等より国土交通省港湾局が作成したものを中国地方整備局編集

呼称
（船型：トン※1）

船型（例示）、同縮尺イメージ 石炭

パナマックス
（船型：６～８万トン程度）

ケープサイズ
（船型：１０～２０万トン程度）

＜７．４万トン級の例＞

満載喫水
17.5m

必要岸壁水深
19m程度

満載喫水
12.7m

必要岸壁水深
14m程度

＜１５万トン級の例＞

＊1 単位は載貨重量トン（DWT）。
DWT（Dead Weight Tonnage） ： 貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。主に貨物船の大きさを表す。

バルク貨物船の大型化

○世界的な荷動き量の増大や遠隔地からの輸入増加に伴い、近年、バルク貨物船は大型化しており、現在、パ
ナマックス級以上の運航隻数が全体の約４割を占めている。

ﾊﾟﾅﾏｯｸｽ
級以上

41%

59%

（4,109隻）

（5,923隻）

21%

79%

バルク貨物船大型化の推移

５．国際バルク戦略港湾政策(2)
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

国際バルク戦略港湾政策の概要

○我が国は、資源・エネルギー等のほぼ100%を輸入に依存。近年、近隣国の輸入量急増により、資源獲得競
争が激化。

○ばら積み貨物の大型化が世界的に進展している中、我が国では大型船に対応できる港湾は限定的。

５．国際バルク戦略港湾政策(3)

企業間連携による大型船を活用した効率的な海上輸送網の形成を推進

これまで これから

中型船による輸送
（個々の企業による輸送）

海外積出港

A港 B港 C港

大型船による大量輸送
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等）

海外積出港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）A港

B港
C港

鉄鉱石：木更津港、水島港・福山港

石 炭：小名浜港、徳山下松港・宇部港

国際バルク戦略港湾

穀 物：釧路港、鹿島港、名古屋港、
水島港、志布志港

出典：国土交通省港湾局作成
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

徳山下松港・宇部港における輸送連携

○徳山下松港・宇部港は効率的な石炭輸送ネットワークを形成するため、平成23年5月に国際バルク戦略港湾
に選定。

○徳山下松港・宇部港の2港4地区における大型石炭運搬船を活用した共同輸送の進展に対応することで、安定
的かつ安価な石炭の輸送が可能となる。

５．国際バルク戦略港湾政策(4)

各港各地区において、石炭運搬船の単
独輸送により石炭を輸入。

ケープサイズ船が満載で下松地区に、2次輸送で徳山地区に入港可能となる。
また、パナマックス船が満載で下松地区に、2次輸送で新南陽地区、宇部港に入
港可能となる。

現状 将来
ケープサイズ船満載（14万DWT）

パナマックス船満載（8万DWT）

桟橋（水深19ｍ）

下松地区

徳山地区
新南陽地区

沖の山地区

芝中地区

岸壁（水深12m）（延伸）

徳山下松港宇部港

【新南陽地区】（関係企業1社）
・東ソー(株)

【徳山地区】（関係企業３社）
・出光興産(株) ・（株)トクヤマ
・周南バルクターミナル(株)

【下松地区】（関係企業２社）
・JXTGエネルギー(株)
・中国電力(株)【宇部港】（関係企業1社）

・宇部興産(株)

岸壁（水深14m）（延伸）

出典：国土交通省港湾局作成
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

徳山下松港・宇部港の石炭輸送ネットワーク

○徳山下松港・宇部港を拠点として西日本一円を中心に全国38港へ二次輸送され、輸送コスト低減の効果が波
及（平成27年）。

５．国際バルク戦略港湾政策(5)

出典：国土交通省港湾局作成

衣浦
中山名古屋共同発電（電力)

三河
明海発電（電力）大阪

大中物産（商社）

東播磨
電源開発（電力)
カネカ（化学）

赤穂
住友大阪セメント（セメント）

東備
クラレケミカル（活性炭）岡山

テイカ
（化学）

水島
日本エクスラン （化学）
中国電力（電力)

竹原
電源開発（電力)

福山
JFE物流（運送）

呉
王子製紙（製紙）岩国

日本製紙（製紙）
東洋紡（化学）

大竹
ﾀﾞｲｾﾙ（化学）

下関
中国電力（電力)

小野田
中国電力（電力)

北九州
三誠商会（化学）
麻生セメント（セメント）

苅田
宇部興産（セメント）

細島
日向精錬所
住友金属鉱山（フェロニッケル）

八代
日本合成化学工業（化学）

直島
三菱マテリアル（金属） 直島吉野石膏（建築資材）

高知
イーレックス（電力）
東洋電化（鉄）

伯方
伯方化学（化学）

三島川之江
丸住製紙（製紙）

新居浜
住友共同電力（電力)

須崎
住友大阪ｾﾒﾝﾄ（セメント)

広島
MCMｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ（電力)

徳山下松港
宇部港

西日本の拠点

ケープサイズ船等満載

姫路
ダイセル （化学）
エムシーカーボン（商社)

東予
四国電力
（電力）

坂出
日本海水（潮）

松山
帝人
（化学）

三池
三誠商会（化学）
三井化学（化学）

徳山下松港へのケープサイズ船等満載
での入港を検討

塩
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

港湾運営株式会社の設立

○民間事業者による一体的な埠頭運営実現のため、平成29年9月に山口県及び関係企業７社により「やまぐ
ち港湾運営株式会社」を設立。

○これを受けて、平成29年12月25日に山口県が同社をバルクとしては初の港湾運営会社として指定。

[ 港湾運営会社の概要 ]

○商 号 ： やまぐち港湾運営株式会社
○所在地 ： 山口県周南市築港町９番１号
○設立日 ： 平成２９年９月２９日
○代表者 ： 山口県副知事
○出資者 ： やまぐち港湾運営株式会社株主名簿

名　　称 保有株式割合

出光興産(株) 7%
宇部興産(株) 7%
JXTGエネルギー(株) 7%
周南バルクターミナル(株) 7%
中国電力(株) 7%
東ソー(株) 7%
(株)トクヤマ 7%
山口県 51%

新南陽地区 徳山地区 下松地区

○東ソー(株) ○(株)トクヤマ
○周南バルクターミナル(株)
○出光興産(株)

○中国電力(株)
○JXTGエネルギー(株)
○宇部興産(株)

港湾運営会社による一体的・効率的な運営

５．国際バルク戦略港湾政策(6)

出典：国土交通省港湾局作成
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業６．事業の目的・概要

地区 施 設 事業主体

下松 ①桟橋（水深19m） 国

②ふ頭用地
県

③臨港道路

④荷役機械 港湾運営
会社

徳山 ⑤岸壁（水深14m）（延伸）

国⑥航路（水深14m）

⑦航路・泊地（水深14m）

新南陽 ⑧岸壁（水深12m）（延伸）
国

⑨航路・泊地（水深12m）

事業の概要

○企業間連携による大型石炭運搬船を活用した共同輸送の進展に対応するため、徳山下松港の各地区におい
て、港湾施設の整備等を行う。

○また、徳山下松港において輸入した石炭を西日本の石炭利用企業へ移出し、国際バルク戦略港湾として、西
日本一円の製造業の産業活動を支える。

【下松地区】

既存桟橋
（撤去予定）

③
臨港道路

【徳山地区】【新南陽地区】

②

①

桟橋
(水深19m)

④

⑤

岸壁(水深14m)
（延伸）

航路・泊地
(水深14m)

航路 (水深14m)

⑥

⑦

⑦

⑧

航路・泊地
(水深12m)

岸壁
(水深12m)

（延伸）⑨
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

（主な変更内容）下松地区の桟橋（水深19m）及び荷役機械の構造変更

○下松地区の桟橋（水深19m）は、我が国の公共岸壁で前例のない最大の水深となる係留施設であり、設計条
件の設定に慎重な検討を要したこと、また、桟橋上に整備される荷役機械の規格に変更が生じたこと等から事
業内容を見直す。

【事業採択時の想定断面】 【見直し後の設計断面】
採択時 事業費 見直し後 事業費 増減額

①
技術基準をもとに
天端高さを+5.00m
に設定。

10億円
台風等の高潮・波浪
を考慮し、天端高さ
を+9.00mに見直し。

22億円 +12億円

②
他事例を踏まえ荷
役機械の規格を設
定。

40億円
荷役機械の規格及
びレール幅の見直し。 70億円 +30億円

③

荷役機械のレール
幅を考慮し、桟橋
エプロン幅を22m
に設定。

23億円

荷役機械のレール
幅見直しに伴い桟橋
エプロン幅を30mに
見直し。

65億円 +42億円

④

既往の土質調査
結果をもとに設計
支持層を-50mに
設定。 42億円

土質調査を実施し、
設計支持層の見直し
(-63.55～-70.45m)に
伴い鋼管杭長変更。
桟橋エプロン幅の見
直しに伴い鋼管杭本
数を変更。

106億円 +64億円

合計 115億円 263億円 +148億円

A-A断面

A

A

【桟橋平面図】

７．事業内容の見直し(1)

【桟橋(水深19m)の整備イメージ】 桟橋(水深19m)

荷役機械

+5.00m 
22m
16m

25m

+9.00m 
30m

D.L-50.00

D.L-81.55

D.L-67.30

D.L-79.30

②荷役機械の規格及
びレール幅の見直
し

①台風等の高潮・波浪
を考慮し、天端高さ
を見直し

③荷役機械のレール
幅見直しに伴い桟橋
エプロン幅を見直し

④設計支持層の見直
しに伴い鋼管杭長
の変更

桟橋エプロン幅の
見直しに伴い鋼管
杭本数を変更
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

①台風等の高潮・波浪、利用者要請による桟橋天端高の見直し･･･12億円の増加

○本桟橋は我が国の公共岸壁で最大となる前例のない水深19mとなることから、事業採択時は参考となる施設
がなく、技術基準をもとに天端高さを+5.00mに設定。

○事業採択後、設計条件等について詳細に検討していくなかで、越波状況や昨今の台風による高潮・波浪の影
響を考慮するとともに、利用者からの天端高嵩上げの要請を勘案し、天端高さを+9.00mに見直し。

【高潮・波浪による護岸の越波状況】

+9.00m

７．事業内容の見直し(2)
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

【事業採択時の断面】 【見直し後の断面】

②荷役機械の規格及びレール幅の見直し･･･30億円の増加
③桟橋エプロン幅の見直し･･･42億円の増加

○事業採択後に設立された港湾運営会社が荷役機械の能力を検討した結果、規格及びレール幅が想定より大
きくなることが判明。

○荷役機械の規格及びレール幅の見直しに伴う民間投資の増額は、共同輸送及び二次輸送による石炭の安定
的かつ安価な供給に寄与。

○荷役機械の規格及びレール幅の見直しに伴い、桟橋エプロン幅を22mから30mに見直し。

【荷役機械（他事例）】

７．事業内容の見直し(3)

+5.00m

+9.00m

レール幅25m

桟橋エプロン幅30m

桟橋エプロン幅22m

レール幅16m

-16-



徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

④設計支持層の見直しに伴う鋼管杭の延伸及び構造変更に伴う鋼管杭本数の増加･･･64億円の増加

○事業採択時は既往の土質調査結果をもとに、設計支持層を-50.00mと設定していたが、本桟橋整備のための
土質調査を実施した結果、設計支持層が-63.55m～-70.45mとなり、桟橋の鋼管杭の杭長が延長。

○荷役機械の規格見直しにより桟橋エプロン幅が広くなり、鋼管杭の本数が増加。

【本桟橋整備のための土質調査結果】【事業採択時の既往土質調査結果】

-48.45m

設計支持層
≒-50.00mで設定

-70.45m

-63.55m

設計支持層

＜土質調査①＞

設計支持層

D.L-18.65m

D.L-25.85m

D.L-43.15m

＜土質調査②＞

７．事業内容の見直し(4)

土質調査①

土質調査②

桟橋(水深19m)

既往土質調査

調査位置図

D.L-25.000

D.L-33.350

D.L-34.800

D.L-36.350

D.L-39.700
D.L-40.900

D.L-49.000

D.L-52.000

D.L-55.500
D.L-56.700

D.L-58.500

D.L-61.000

D.L-68.000

D.L-70.450

Ac2層  N=1 

D.L-54.600

D.L-28.600

Dc1層  N=14 

Ds1層  N=26 

Dc1層  N=14

Ds2層  N=31

Dc2層  N=11

Ds2層  N=31

Ds3層  N=47

Ds4層  N=27

Ds3層  N=47

Dc3層  N=13

Ds4層  N=27

Dg2層  N=50

Ds5層  N=50

Ds6層  N=37

Ds7層  N=50

D.L-25.000

Ac2層  N=1

D.L-33.350

D.L-35.100

D.L-44.350

D.L-50.650

D.L-53.350

D.L-57.450

D.L-59.750

D.L-63.550

D.L-43.450

D.L-28.650

Ds1層  N=26

Ds2層  N=31

Dc2層  N=11

Ds2層  N=31

Ds3層  N=47

Ds4層  N=27

Dc3層  N=13

Ds4層  N=27

Ds7層  N=50

D.L-31.850
Dc1層  N=14

Asg層  N=7
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

③桟橋の施工手順の見直しに伴う施工期間の延伸･･･約23ヶ月

＜上記理由より事業期間を4年間延伸（2019年度 → 2023年度）＞

①桟橋天端高の見直しに伴う検討･･･約9ヶ月

②荷役機械の規格及びレール幅、桟橋エプロン幅の見直しに伴う調整･･･約9ヶ月

　当初

　変更

凡　　例

事業期間の延伸

地区名 施設名

調査・設計・調整等

桟橋（水深19m）

下松

2023年度
2016年度

〈H28〉
2017年度

〈H29〉
2021年度 2022年度

2018年度
〈H30〉

2019年度 2020年度

① ②

③

７．事業内容の見直し(5)

・平成29年9月に港湾運営会社が設立
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荷役機械の規格変更に伴うレール幅の決定

荷役機械の規格変更について協議
港湾管理者と港湾運営会社間

桟橋天端高を+9.0mに見直し設計を実施

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

桟橋天端高の見直し検討
台風時の高潮・波浪の影響や利用者からの嵩上げの
要請を考慮し、桟橋天端高の見直しを検討

桟橋天端高の決定

1ヶ月

4ヶ月

2ヶ月

荷役機械の概略設計 2ヶ月

桟橋エプロン幅の決定

荷役機械の諸元についてメーカーヒアリング 1ヶ月設計波の算定 4ヶ月

桟橋エプロン幅を見直し再設計 4ヶ月

①桟橋天端高の見直しに伴う検討･･･約9ヶ月 ②荷役機械の規格及びレール幅、桟橋エプロ
ン幅の見直しに伴う調整・・・約9ヶ月

７．事業内容の見直し(6)

港湾運営会社の設立
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

鋼管杭打設

ジャケット据付

上部工

20ヶ月

➀

【桟橋ブロック割】

➁
➂

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

　ジャケット据付・

　鋼管杭打設

凡　　例

3ヶ月

③桟橋の施工手順の見直しに伴う施工期間の延伸･･･約23ヶ月

○桟橋の施工について、事業採択時は2隻の作業船による同時施工を想定していたが、地元関係者との調整に
より1隻での施工となった。

○また、支持層の見直しにより桟橋の鋼管杭の杭長が長くなり、かつ、荷役機械の規格見直しにより桟橋エプロ
ン幅が広くなり、鋼管杭の本数が増加したこと等から、施工期間が延伸。

７．事業内容の見直し(7)

ジャケット製作
【事業採択時】 【見直し時】

作業
境界

作業船配置
不可区域

作業
境界

作業船A

作業船B

作業船A
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徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業

■費用対効果分析結果

項 目 事業全体 残事業

総便益（B） 1,282億円 1,282億円

海上輸送コスト削減便益 1,282億円 1,282億円

残存価値 0.4億円 0.4億円

総費用（C） 424億円 393億円

事業費 376億円 345億円

維持管理費 6億円 6億円

再投資費 41億円 41億円

費用便益比（B/C） 3.0 3.3

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、2018年度〈平成30年度〉を基準年として現在価値化した後のものである。

■感度分析結果（Ｂ／Ｃによる分析）

要 因
事業全体 残事業

－10% ＋10% －10% ＋10%

需要量 2.7 3.3 2.9 3.6

事業費 3.4 2.7 3.6 3.0

事業期間 3.0 3.0 3.3 3.2

８．投資効果
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事項
前回評価

(2015〈H27〉新規採択時評価)

今回評価

(2018〈H30〉再評価)
備 考

事業諸元

下松地区：桟橋（水深19m）他

徳山地区：岸壁（水深14m）（延伸）他

新南陽地区：岸壁（水深12m）（延伸）他

下松地区：桟橋（水深19m）他

徳山地区：岸壁（水深14m）（延伸）他

新南陽地区：岸壁（水深12m）（延伸）他

変更なし

事業期間
2016年度〈平成28年度〉～

2019年度

2016年度〈平成28年度〉～

2023年度
事業年の変更

総事業費

（現在価値化前）
302億円 450億円 事業費の見直し

総費用（C) 280億円 424億円

総事業費の見直し

現在価値化の基準年変更
（2016〈H28〉→2018〈H30〉）

総便益（B) 1,206億円 1,282億円

取扱貨物需要の見直し

現在価値化の基準年変更
（2016〈H28〉→2018〈H30〉）

輸送費用原単位の見直し

費用便益比

（B/C）
4.3 3.0

徳山下松港
国際物流ターミナル整備事業９．前回評価時との比較
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徳山下松港国際物流ターミナル整備事業

〔山口県への意見照会と回答〕
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